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2025 年に目指すべき社会の姿 

- 地球規模の環境問題の克服と世界との共生に向けて 

 

浦島邦子、光盛史郎(文科省政策研)、辻野照久(JAXA)、高橋賢(未来工研) 

 

1. はじめに 

今日、地球温暖化問題を始め、水問題、エネルギー枯渇、食料不足といった地球規模の問題解決に向

けた各国の取組みが活発化している。特に環境問題を巡っては、世界が大きく変化しつつある。2007 年

1 月、米国のブッシュ大統領が行った一般教書演説では、10 年以内に米国のガソリン使用量を 20％削減

することが発表されるなど、世界最大の CO2排出国でありながら、削減に向けた取組に否定的であった

米国に方向転換が見られたほか、2007 年 6 月のサミットでは「2050 年までに地球規模での排出を少な

くとも半減させることを含む、EU、カナダ、及び日本による決定を真剣に検討する」ことが議長総括に

盛り込まれた。この背景には、政治的要因に加えて、経済活動と気候変動との因果関係を否定できない

研究結果が増加していることも理由に挙げられる。英国政府が 2006 年 11 月に公表したスターン・レビ

ュー「気候変動の経済学」では、地球温暖化と世界経済への影響予測が示され、気候変動への対策をと

らない場合にはきわめて大きな経済的リスクが生まれるであろうと警告を発し、世界から注目を集めた。

エネルギー・食料問題は、従来個別に取り扱われてきたが、近年の動向として、例えば燃料の代替品と

してとうもろこしが使用されるなど、両者の相互関係を地球規模の環境問題として認識し、地域におい

て統合化された分散システムとして整備することが求められるようになってきている。また、水問題に

関しては品質や枯渇の問題が世界的に増加傾向にある。これらの問題の解決に向けては、既に顕在化し

ていて今後ますます深刻化が懸念される課題や、2025 年以前に到来が予想される地球規模の危機に対し、

如何にして回避、先延しあるいは軽減できるかを考えることが重要になってきている。 

今回、イノベーション 25 策定のために、私たちが検討したテーマは「地球規模の環境問題の克服と

世界との共生」である。我が国が地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規模の環境問題解決へ積極的

に貢献し、世界におけるプレゼンスの向上を図るため、アジア･世界との共生のイメージを描くことに

よって、2025 年に向けて目指すべき社会について検討した 1)。 

 

2.  2025 年に向けて目指すべき社会の検討 

 2025 年に向けて目指すべき社会の検討に際し、技術の発展による社会の枠組みの変化、夢の実現、雇

用創出によって経済成長に貢献、の 3点を考慮した。そして、日本の技術水準や環境保全に貢献できる

技術について最初に検討した。表 1に今回検討する理想社会のキーワードと技術についてまとめる。 

これらのキーワードを元に、世界への貢献を実現するために今取り組むべき優先的な課題として「CO２

排出量半減社会の実現」と「健全な水循環社会の実現」を目標に掲げた。 
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表 1 今回の調査で重視したキーワードとキーテクノロジー 

キーワード キーテクノロジー 

環境保全技術、環境教育、環境ビジネス、環境市場、環境文

化、循環社会、一般市民、地球温暖化、廃棄物、持続可能、

食料、国際競争力、外国人、留学、生命維持、自然環境、環

境保護、ボランティア、企業の支援、全国展開、リサイクル、

分散エネルギー、地域の自立、エネルギー効率、災害対策 

など 

排ガス処理、廃棄物処理、水処理、

環境改善、廃熱利用、水資源・質・

利活用、資源再利用、省エネルギー、

インフラ、太陽光発電、小規模水力

発電、風力発電、化石燃料  

など 

 

3. 環境問題を克服した 2025 年の理想的社会像 

 理想とする社会を実現するには、世界トップレベルにある日本の環境保全技術を最大限活かし、「も

ったいない」に象徴されるような日本文化の継承や、これまでの公害問題をクリアすべく真摯に対応し

てきた企業の技術開発の中で培われた環境保全に対する精神が鍵となる。このような姿勢は、世界各国、

特にアジアの国々には十分参考となるものである。このような背景を元に専門家の意見をまとめ、表 2

に示すような 3つの理想とする社会を描き出した。 

表 2 2025 年に理想とする社会像 

社会像 概要 

世 界 を リ

ー ド す る

持 続 可 能

な 社 会 の

到来 

政府や企業のみならず一般市民も共同し、地球温暖化ガスの劇的な削減、廃棄物処理、

水問題などの地球規模の環境問題の改善にも世界のトップに立って貢献。地域自立型環

境改善技術やエネルギーの創出によって、持続可能な社会が全国に構築。生命維持に不

可欠な水、食料、エネルギーが合理的に行き渡る安全・安心な社会が確立。国民は、積

極的に環境ボランティアに参加、自然環境に接し、環境保護に興味を持ち、企業による

環境に関する行動支援は一般化される。 

世 界 の モ

デ ル と な

る 循 環 型

社 会 の 到

来 

リサイクル技術の進展によって、廃熱や水、ごみが有効に再利用される循環型社会が構

築。地域収束型分散エネルギーの普及による地域自立社会の構築。地域ごとの特性を活

かした再生可能エネルギーの導入によって、化石燃料の使用は大幅に減少。生命維持の

根幹に係わる水については、資源、水質、利活用、災害対策などの問題を克服し、持続

可能な循環型社会が実現。 

世 界 と の

共生 

 

日本がもつ世界トップレベルの環境保全技術技術を学ぶために、多くの国々から多数の

研修者が来日。学習した留学生は帰国後、母国の環境を経済を意識しながら改革してい

く姿が数多く見られる。優れた環境教育を受けた人材が、世界のさまざまな場所で活躍。

環境技術革新で環境ビジネスが拡大するとともに、日本企業の国際競争力が向上し、ア

ジア・世界の環境市場を牽引する社会が構築。日本の環境文化や価値観は、他国から高

く評価され、日本はアジアそして世界の中で大きな存在感を示している。 

 

4.  社会像実現のためのイノベーション 

 次に、3 で抽出された望まれる社会像を実現するために必要と考えられる社会的条件を、インフラの
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整備、経済との両立、企業活動と社会構造の変化、生活に不可欠な水、そして世界における日本のプレ

ゼンスの向上、の５つの観点からまとめた。その概要を以下に示す。 

 

① 環境情報プラットフォームの構築 

 情報通信技術（ICT）などの活用によって製品のライフサイクルコストや環境性能（品質）が可視化

され、国民はいつでもどこでも瞬時に環境情報を入手できるようになる。例えば、消費者が商品を購入

する際に、その商品に表示された環境負荷情報（環境指標）によって、環境への負荷の少ない商品を選

択することができる。 

② 環境経済の成立 

 環境情報を可視化するシステムが使われることによって、市民は自己の行動が環境に与える負荷につ

いて、得られた情報に基づいて消費行動や生活スタイルを選択するようになる。企業は環境効率を重視

する「環境経営」を推進し、製品のライフサイクルアセスメントが普及するとともに、製造から廃棄ま

で責任をもって管理するビジネス形態が一般化し、環境に配慮した企業が市場で正当に高く評価される

社会となる。このように環境維持や環境改善への取組みが高く認識され、環境に対して国民が積極的に

お金を払い、環境がビジネスとして成り立つと同時に、企業だけではなく、個人も一緒に地球環境問題

を解決する活動をする。その結果として、豊かな自然環境が保全され、誰もが環境問題について身近に

感じ、考え、行動する社会になる。 

③ CO２排出量半減社会の達成 

 2025 年、日本では「CO２排出量半減社会」が実現し、世界の中で存在感ある役割を果たしている。こ

のような日本の取り組みが好影響を及ぼし、京都議定書に不参加であった国も、環境・エネルギー問題

に対する戦略的政策が強化されている。地球温暖化ガスのみならず、人間の健康及び環境保護について

も考慮されている。 

④ 健全な水循環社会の達成 

 国際的には、安全な飲料水と衛生施設の確保、持続的な経済発展のための安定した水資源供給、食料

生産のための水確保、水系生態系の保全、洪水などのリスク管理、水資源の効率的な利用と効果的な配

分などが水問題での大きな課題として認識されており、こうした課題解決へ向けて、日本の水処理技術

が多くの場所で使用されている。 

⑤ 世界における日本のプレゼンスの向上 

 日本の環境性能、環境経営、環境文化が世界から高く評価され、日本で成功したモデルがアジアのみ

ならず、世界にも広く普及して、日本の企業競争力は、環境情報プラットフォームの構築、環境経済の

実践、戦略目標の達成というプロセスを通じて世界トップレベルにある。そしてこのような日本の環境

教育で育成された優秀な人材が世界のさまざまな場所で活躍するようになると同時に、アジアの若者が

日本の大学などで環境について学び、帰国してから母国の環境経済を改革していく姿も見られるように

なる。 

 

5.  まとめと考察 

 今回の調査結果を図 1 に示す。今回検討した理想社会が実現すれば地球温暖化・エネルギー・水・食

料問題の回避、軽減あるいは先延ばしを図ることが可能となる。今回、地球規模の問題解決として取り

組むべき優先的課題として「CO２排出量半減社会の実現」と「健全な水循環社会の実現」を目標に掲げ
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たが、これらの課題は生活の根底に大きく左右するものであり、かつ日本が持つトップレベルの環境保

全技術を通じて世界に貢献できるものである。これらの目標を達成するためには、環境付加価値が正当

に評価される税･財政システムを通じ、健全な水循環に象徴されるような自然環境に高い価値を置く生

活スタイルや、消費行動によって環境がビジネスとして成り立つ社会の実現が必要であり、これを支え

る社会の基盤として情報通信技術（ICT）などを活用した環境情報の可視化が重要となる。つまり、技

術の発展による社会の構築は当然のことながら、今後は環境に対する個人の認識も重要となってくる。 
企業だけの取り組みではなく、国民一人一人の行動によって環境問題の解決に貢献できるという認識を

広める方策および教育も重要となってくる。 

 
図 1 「地球規模の環境問題への克服と世界との共生」検討結果概要図 

 
 環境パフォーマンス指数 2)を見ると、毎回上位には北欧諸国がランクされ、特にスウェーデンでは幼

児からの環境教育に力を入れている。「自然はすべて循環している」という基本に基づき、それぞれの

年齢に対応した効果的な環境教育を実践している。今回検討した理想的な社会を実現するには、今後わ

が国も世界トップレベルにある環境保全技術をより向上させるとともに、今回の調査検討ではあまり注

視されなかったが、これまでの経済活動の結果として阻害されてきた生物多様性や自然保護の観点も重

要であり、幼児からの環境教育を必修化すべきではないかと思われる。 
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